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【論文の内容】
１．問題意識と研究目的

現在、新技術は社会の各分野で急速な普及と広範な応用を見せている。新技術の導入による経営業績
の改善、競争力の向上など、企業成長にも貢献している。企業経営が付加価値の向上などを実現するた
めには新技術の導入が鍵となり、なおかつ新技術導入に対する従業員の受容性を高めることが重要にな
る。また、内発的モチベーションと新技術受容性に対する研究は十分とは言えず、これらの相関関係は
不明確な所が多いのが現状である。

本研究では、以上二つの問題意識を踏まえて、内発的モチベーションが従業員の新技術受容性にどの
ように影響を与えるのかを究明しながら、内発的モチベーションと新技術受容性との関係について実証
分析を行う。さらに、新技術受容への促進方法を探し、提案する。

２．研究方法
研究目的を達成するために、本研究では主に以下の二つの研究方法を用いた。
第 1 に、文献研究を行う。調査報告書、先行研究などに基づき、内発的モチベーションに関する理論

動向を明らかにし、内発的モチベーションと新技術受容性との関係を分析する。
第 2 に、アンケート調査と統計的分析を行う。従業員の内発的モチベーションと企業の従業員の新技

術受容性について、アンケート調査を行う。また、調査から得たデータに基づき、統計的な分析を行い、
仮説を実証する。

３．先行研究
モチベーション研究の概観によって、モチベーション諸理論と内発的モチベーションに関する理論動

向を探求した。内発的モチベーションに関する先行研究を整理した上で、有能感、自律性、関係性とい
う３つの欲求を満足した場合、内発的モチベーションが高いという結果を導き出した。内発的モチベー
ションに影響する要因は主に自己決定（自律性）と有能感、周りの人との関係性であることが分かった。

新技術受容性を研究するために、社会的認知理論など四つの技術受容モデルについて整理した。新技
術受容性に関する先行研究によると、受容行動は行動に対する態度、主観的規範と行動のコントロール
感によって規定される。それと内発的モチベーションに影響する要因（有能感、関係性、自律性）との
関係が強いと考えられる。内発的モチベーションと新技術受容性との間には関係性があると想定され
た。

また、自分自身がある能力を持っており、その能力によってある行動が遂行できるという信念である
自己効力感は新技術受容のプロセスにおいて大きな役割を果たした。自己効力感では、人間には能動性
があると仮定し、困難な環境に直面したときには内面の動機づけが引き出されて、対応行動を促す効果
があると指摘された。



４．仮説の設定と実証分析
内発的モチベーションと新技術受容性との関係について分析するに際して、下記のような基本仮説を

設定した。
仮説①:内発的モチベーションと自己効力感との間には正の相関関係がある。
仮説②:自己効力感と新技術受容性との間には正の相関関係がある。
仮説③:内発的モチベーションと新技術受容性との間には正の相関関係がある。
実証分析結果、すべての仮説が支持された。
また、分析結果によると、内発的モチベーションと自己効力感または新技術受容性との間には正の相

関関係があり、統計的にも有意な結果が得られた。個人差については、年齢層だけが新技術受容性に有
意な影響を及ぼしていた。また、勤務年数と新技術受容性との間では、予想した負の相関関係は見られ
なかった。

５．結論
まず、新技術受容性に与える影響の程度を見ると、内発的モチベーションと自己効力感、積極性があ

る程度の影響を及ぼしている反面、自律性と関係性の影響度は弱いという結果が見られた。
また、従業員の有能感が高ければ高いほど、新技術を受容しようとする行動に対する積極性が高いと

いう結論が得られた。
中国で働く 210 名の従業員を対象に、内発的モチベーションと新技術受容性との関係についてアンケ

ート調査を行い、実証分析を行った結果、内発的モチベーションが高いほど従業員の新技術受容性が高
くなり、特に従業員の有能感が大きな役割を果たしていることが分かった。

さらに、新技術の受容性を促進させる方法としては、新技術導入プロセスの目標を可視化することで
ある。それによって従業員の新技術受容性が高まる。次に、新技術導入のプロセスを重視する人事評価
制度の導入、および実施である。コミュニケーションを活性化する、新技術導入に対する貢献度などの
評価結果を積極的にフィードバックすることによって、従業員の新技術受容性を高めることができる。

最後に、従業員の年齢層について分析した結果から見ると、従業員の有能感が新技術受容性に大きな
影響を与えていることが確認できた。有能感は年齢層によって格差があり、若年層よりは高年層の方で
高い傾向を見せた。

したがって、年齢階層別に求められる職務遂行能力を高める教育訓練を強化すること必要である。要
するに従業員個々人の有能感が高まるということは新技術の受容性の向上に繋がり、さらには組織の業
績向上にも繋がることとなる。
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